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　「子ども・子育て関連３法」（2012 年 8月）
の公布、「子ども・子育て会議令」（2013 年
4 月）の施行により、幼稚園・保育所を取
り巻く環境が大きく変わろうとしている。
とくに、「子ども・子育て関連３法」のなか
で注目されている認定こども園の改正に関
して、現在、新たな幼保連携型認定こども
園の具体的な制度設計について検討されて
いる。
　さて、本調査では、認定こども園への移
行に関する意識などについてたずねた。本
節では、その結果をみていきたい。ここで
は園長が移行への意思決定ができる私立幼
稚園と私営保育所のみを分析することにし
た。認定こども園への移行に関する意識を
みると、私立幼稚園の 36.0%が「条件によっ
ては、認定こども園に移行してもよいと思
う」と回答したのに対して、私営保育所は
15.4% にとどまっている（図４－１－１）。
また、私営保育所の 31.7%は「移行は考え
ていない」と回答していた。
　私立幼稚園のほうがより積極的に認定こ
ども園への移行を考えている要因はいくつ
か考えられるが、「新たな園児獲得」が私営
保育所より私立幼稚園のほうがより課題で
あると感じているからだろう（第５章第２
節を参照）。一方、私営保育所は０歳児～２
歳児をすでに受け入れており、本調査の結
果からもわかるように私営保育所も改定さ
れた保育所保育指針に基づき、幼児教育を
行っているため、おそらく認定こども園へ

の移行の必要性を私立幼稚園ほど感じてい
ないことがうかがわれる。
　実際、本調査では、図４－１－１の選択
肢のうち、もっとも自身の気持ちに近い項
目を１つ選んで、それを選択した理由を書
いてもらった。そのなかからいくつか園長
の声を拾って、以下に掲載した。

私立幼稚園
・�「幼稚園・保育所の桓根が取り払われて
いく（一体化していく）流れにあり、
幼保連携型認定こども園が社会のニー
ズにもっとも合っている形であると思
われるから。」（「条件によっては、０～
２歳を受け入れて「新幼保連携型認定
こども園」に移行してもよいと思う」
を選択した園）
・�「現在、定員以上の園児数のため、空保
育室が無く、厨房など０～２歳児を受
け入れるための環境づくりができな
い。」（「条件によっては、０～２歳を受
け入れない「新幼保連携型認定こども
園」に移行してもよいと思う」を選択
した園）
・�今の段階では、認定こども園の条件を
よく理解していないので、移行は考え
ていない。また、現在は、預かり保育
を充実して行っているので、入園希望
が多く、運営も良い状態でいる。今後
の条件や政府の方針、補助金等によっ
て判断したい。」（「認定こども園への移
行は考えていない」を選択した園）

第１節

「条件によっては、認定こども園に移行してもよいと思う」を選択した私立幼稚園は
36.0％で、私営保育所より多い。また認定こども園への移行にあたって感じる不安・
課題、かける期待も全体的に私立幼稚園のほうが私営保育所より高いことがわかる。

認定こども園への移行に
関する意識
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その他

条件によっては、認定こども園に
移行してもよいと思う

認定こども園への移行は
考えていない

詳しい内容がわからないので、
判断できない

現在、認定は受けていないが、
申請中である

設置者の方針によるため、
判断できない
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自治体における所管の一本化

その他

認定こども園に移行するための
施設整備費の保障

先行している認定こども園の
実践に関する情報の提供

保育者の研修参加など、
幼児教育・保育の質の

維持・向上のための予算の充実

認定こども園の認定を
受ける際の基準の緩和

保育者の処遇（給与）を改善する
ための人件費の充実

会計処理や申請手続きなどの
事務手続きの簡素化あるいは一本化

職員の配置基準を満たすための
人件費の保障
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図４－１－１　認定こども園への移行に関する意識（私立幼稚園・私営保育所）

注１）園長が移行への意思決定ができる私立幼稚園・私営保育所のみを分析。図４－１－２～４bも同様である。
注２）�「条件によっては、認定こども園に移行してもよいと思う」の数値は、幼稚園・保育所に提示したそれぞれ 2、3の選択肢（移行し

てもよい認定こども園の類型をたずねたもの）のうち、いずれかを選択した幼稚園・保育所で分析。
注３）複数回答。 
注４）「現在、認定こども園の認定を受けている」私立幼稚園・私営保育所を除く。

私営保育所
・�「小学校との連携を含め、教育の一環と
しての位置づけが大切になってくると
感じるため。」（「条件によっては、「新
幼保連携型認定こども園」に移行して
もよいと思う」を選択した園）
・�「制度が複雑で確立されていない。保育所
のみで十分であると思う。」（「認定こども
園への移行は考えていない」を選択した
園）　

　次に、認定こども園への移行を決める際、
特に重視する条件をみてみよう。結果は図
４－１－２に示した。私立幼稚園では、「認
定こども園に移行するための施設整備費の
保障」が 62.2%で、突出してトップとなっ
た。私営保育所での1位は「保育者の処遇（給
与）を改善するための人件費の充実」、
41.4% である。前頁に掲載した園長の声の
ように、調理室などの施設の整備は私立幼

図４－１－２　認定こども園への移行を決める際に、特に重視する条件
　　　　　　 （私立幼稚園・私営保育所）

注）３つまで選択。
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今はまだわからない

不安や課題は、特にない

0 5 10 15 20 25 30 35 40

0 10 20 30 40（％）

33.2
36.8

2.6
3.2

■私立幼稚園
■私営保育所

事務的な負担が大きくなる 

会議や研修時間の確保が困難になる

0～2歳児の保育への対応が困難である

保育者の確保が困難である

その他 

今の保育を変える必要性が
あるのかがわからない

長時間児と短時間児それぞれの保護者に
十分な対応をすることが困難になる

申請しても、需給調整されて実際に
認定されるか不安である

園同士の競争が激化して、
園の運営・経営が厳しくなる

長時間児と短時間児がいることで、
十分な保育を行うことが困難になる

保育の反省や翌日の準備を行う
時間の確保が困難になる

保育者の体制づくり
（ローテーションなど）

が困難になる

施設・設備の面で
対応が困難である
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稚園にとってはまとまった資金が必要なた
め認定こども園への移行において大きな
ハードルだろう。
　２位と３位は私立幼稚園と私営保育所は
同様で、「職員の配置基準を満たすための人
件費の保障」（幼：45.8%、保：38.4%）「会
計処理や申請手続きなどの事務手続きの簡
素化あるいは一本化」（幼：37.1%、保：
31.8%）である。
　図４－１－１から、私立幼稚園と私営保
育所が認定こども園への移行についてまだ
躊躇していることが読み取れる。では、実

際どのような不安を抱え、課題を感じてい
るのだろうか。不安・課題を聞いたところ、
「不安や課題は、特にない」と回答したのは
わずか２～３%、「今はまだわからない」は
３割となった（図４－１－３ａ）。さらに、「不
安や課題は、特にない」あるいは「今はま
だわからない」を選択した園を除いた私立
幼稚園と私営保育所のうち約７割弱の園に
対して、具体的にどのような不安や課題が
あるのかをたずねてみた（図４－１－３ｂ）。
私立幼稚園では、４割を超えているのは上
位４項目で、１位は「施設・設備の面で対

注１）「今はまだわからない」あるいは「不安や課題は、特にない」を選択した園を除いて分析。
注２）複数回答。
注３）（　　）内はサンプル数。

図４－１－３ａ　認定こども園への移行にあたっての不安・課題（私立幼稚園・私営保育所）

図４－１－３ｂ　認定こども園への移行にあたっての不安・課題（私立幼稚園・私営保育所）
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今はまだわからない

期待できることは、特にない
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幼稚園、保育所の
保育者の学び合いが進む

子どもの育ちに必要な
集団規模を確保できる

法律に基づく学校または児童福祉施設の
位置づけが付与される

園への補助金が増えて、
園の運営・経営が安定する

異年齢の子ども同士が
ふれあう機会ができる

0～5歳児までの育ちを
一貫して支えることができる

園児数が増えて、
園の運営・経営が安定する

希望するすべての子どもに
幼児教育・保育を一体的に提供できる
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応が困難である」52.5%である。それにつぎ、
「事務的な負担が大きくなる」が 52.1%とな
る。「保育者の体制づくり（ローテーション
など）が困難になる」は 46.4%である。
　一方、私営保育所では、５割を超える項目
はなく、１位は「事務的な負担が大きくなる」
48.5% で、２位は「今の保育を変える必要
性があるのかがわからない」、48.0%である。
ついで「長時間児と短時間児がいることで、
十分な保育を行うことが困難になる」
（44.2%）、「保育者の体制づくり（ローテー
ションなど）が困難になる」（42.3％）がそ

れぞれ３位、４位と続く。
　不安や課題に関するデータと、前述した認
定こども園への移行に関する意識（図４－１
－１）、移行にあたって重視する条件（図４
－１－２）のデータを合わせてみると、うな
ずけることが多いだろう。
　さて、不安や課題だけではなく、移行にあ
たっての期待もたずねてみた。まず図４－１
－４ａをみてみよう。「期待できることは、
特にない」と回答したのは、私立幼稚園では
１割弱、私営保育所では約１割５分である。
「今はまだわからない」は幼保それぞれ、５

図４－１－４ａ　認定こども園への移行にあたっての期待（私立幼稚園・私営保育所）

図４－１－４ｂ　認定こども園への移行にあたっての期待（私立幼稚園・私営保育所）

注１）「今はまだわからない」あるいは「期待できることは、特にない」を選択した園を除いて分析。
注２）複数回答。
注３）（　　）内はサンプル数。
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割前後となる。不安や課題をたずねた際の、
３割の「今はまだわからない」の回答と比べ
ると、高い数値となった。
　さらに、「期待できることは、特にない」
あるいは「今はまだわからない」を選択した
園を除いた私立幼稚園と私営保育所のうち約
５割の園に対して、具体的にどのようなこと
が期待できるのかをたずねてみた（図４－１
－４ｂ）。幼保とも４割を超える項目はなく、
１位と２位になっているのは幼保とも「希望
するすべての子どもに幼児教育・保育を一体
的 に 提 供 で き る 」（ 幼：37.2%、 保：
35.3%）、「０～５歳児までの育ちを一貫して
支えることができる」（幼：36.4%、保：
22.4%）である。認定こども園の設置の主旨
がそれなりに理解されていることがわかる。
　認定こども園への移行にあたっての不安や

課題、また期待できることに関する結果と合
わせてみると、以下のようにその特徴がまと
められる。１つ目は不安や課題、期待できる
ことについて「今はまだわからない」と回答
した園が少なくないこと。２つ目は私営保育
所より私立幼稚園のほうが抱えている不安や
感じる課題が多い一方、認定こども園への移
行にかける期待も比較的に高いこと。３つ目
は幼稚園と保育所の特徴を反映した数値と
なっていること。たとえば、３割の私立幼稚
園は認定こども園への移行によって、「園の
子育て支援が充実する」、「園児数が増えて、
園の運営・経営が安定する」と回答している。
また、２割弱の私営保育所は「幼稚園、保育
所の保育者の学び合いが進む」ことが期待で
きると回答している。
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